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• 我が国に対する軍事的脅威に直接対抗するよりも、自らが力の空白となって我が国周辺地域におけ
る不安定要因とならないよう、独立国として必要最小限度の防衛力を保有。

• 全国に部隊を均等配備していくなどの自衛隊の「存在による抑止」を重視。基盤的防衛力

５１大綱

・ 初めて策定した５１大綱（１９７６年策定）においては、自らが力の空白となって我が国周辺地域における
不安定要因とならないよう、必要最小限度の防衛力を保有するという考え方、すなわち「基盤的防衛力構想」を
採用。

・ その後、東西冷戦の終結といった国際情勢の変化、より安定した安全保障環境の構築や災害への対応といっ
た国民の期待の高まり、弾道ミサイル等の脅威をはじめとした複雑さを増す我が国周辺の軍事情勢など、安全
保障環境が刻々と変化。

・ ２５大綱（２０１３年策定）では、グレーゾーンの事態の増加や、北朝鮮の核・ミサイル開発、中国の軍事
力の広範かつ急速な強化といった我が国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増している背景を踏まえ、各
種事態に対して実効的な抑止及び対処を実現するための「統合機動防衛力」の構築を目指し、防衛力整備を着
実に推進。

多機能で弾力的な
実効性のある防衛力

１６大綱 • 国際テロや弾道ミサイル等の新たな脅威を踏まえ、抑止重視から対処重視に転換。
• 即応性、機動性、柔軟性及び多目的性を備え、軍事技術水準の動向を踏まえた高度の技術力と情報

能力に支えられた、「多機能で弾力的な実効性のある防衛力」を構築。
• 戦略環境や地理的特性を踏まえた防衛力を保持するといった「基盤的防衛力」の有効な部分は継承。

動的防衛力

２２大綱

統合機動防衛力

２５大綱

• 事態発生時の対処のみならず、平素からの常時継続的な防衛力の運用による「動的な抑止力」を重
視し、「運用」に焦点をあてた防衛力の実現（「多機能で弾力的な実効性のある防衛力」を発展）。

• 装備・人員・編成・配置等の抜本的見直しによる思い切った効率化・合理化。

• 多様な活動を状況に臨機に即応して機動的に行い得る、より実効的な防衛力の構築。
－ 活動量だけでなく、各種活動を下支えする装備の「質と量」を充実。
－ 地方公共団体や民間部門との連携強化を含め、幅広い後方支援基盤（訓練演習、運用基盤、
人事教育、防衛生産・技術基盤、研究開発、知的基盤など）の確立に配意。

※「０７大綱」での基本的考え方：「基盤的防衛力構想」を基本的に踏襲 １

大綱コンセプトの変遷



２２大綱策定以降、
✔平素の活動やグレーゾーンの事態を含め、自衛隊が対応する事態が増加・長期化する傾向
✔平素からグレーゾーンの事態、そして武力攻撃事態に対してシームレスに対応する必要性

【自衛隊の対応が求められる事態の一例】

沖縄本島と宮古島の間を
通過して太平洋へ進出し
た中国軍の爆撃機

「統合機動防衛力」とは、統合運用の考え方をより徹底し、即応性、持続性、強靭性及び
連接性を重視しつつ、多様な事態にシームレスかつ状況に臨機に対応して機動的に活動を

行い得る、実効的な防衛力の構築を目指すもの。

北朝鮮による「人工衛星」
と称するミサイル発射

 自衛隊に求められる役割を果たすためには、２２大綱の防衛力の運用を重視し、活動量を増加
させるといった考え方のみでは、活動量を下支えする防衛力の「質」と「量」が必ずしも十分
ではない

（参考）動的防衛力の特徴【２２大綱】
✔ 防衛力の「運用」を重視し、装備の運用水準を高め、自衛隊の活動量を増加。
✔ 厳しい財政事情を踏まえ、・・・自衛隊全体にわたる装備・人員・編成・配置等の抜本的見直しによる思い切った効率化・合理化

✔ 各種活動を下支えする防衛力の「質」及び「量」を必要かつ十分に確保

✔ 多様な活動をシームレスかつ迅速に行うため、幅広い後方支援基盤の確立に配意

２５大綱のコンセプト－「統合機動防衛力」

○ 周辺海空域の警戒監視（平素の活動）
○ 島嶼部に対する武装集団の上陸への対応（グレーゾーンの事態）
○ 北朝鮮による弾道ミサイルの脅威への対応（対応する事態の増加）
○ 大規模災害等への対応（長期的な活動） 等

強靭性：訓練・演習、運用基盤、人事教育など防衛力の能力発揮のための基盤について一層強化すること。
連接性：関係府省、地方公共団体、民間部門等との連携を重視すること。 ２

２５大綱のコンセプト―「統合機動防衛力」の構築



防衛力の役割

【各種事態における実効的な抑止及び対処】

【 アジア太平洋地域の安定化及びグローバルな安全保障環境の改善】

① 周辺海空域における安全確保
③ 弾道ミサイル攻撃への対応
⑤ 大規模災害等への対応

② 島嶼部に対する攻撃への対応
④ 宇宙空間及びサイバー空間における対応

① 訓練・演習の実施
③ 能力構築支援の推進
⑤ 国際平和協力活動の実施

② 防衛協力・交流の推進
④ 海洋安全保障の確保
⑥ 軍備管理・軍縮及び不拡散の努力への協力

統合機動防衛力の考え方の下、以下の分野において求められる役割を効果的に果たし得るものとし、
その役割に十分対応できる態勢を保持

自衛隊の体制整備に当たっての重視事項

【重視すべき機能・能力 】
① 警戒監視能力
③ 輸送能力
⑤ 島嶼部に対する攻撃への対応
⑦ 宇宙空間及びサイバー空間における対応
⑨ 国際平和協力活動等への対応

② 情報機能
④ 指揮統制・情報通信能力
⑥ 弾道ミサイル攻撃への対応
⑧ 大規模災害等への対応

各種事態における実効的な抑止及び対処を実現するため、海上優勢及び航空優勢の確実な維持を優
先、機動展開能力の整備も重視し、特に以下の機能・能力を重点的に強化

能力評価

３

２５大綱における防衛力の役割と重視すべき機能・能力



第１９６回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説抜粋（平成３０年１月２２日）

年末に向け、防衛大綱の見直しも進めてまいります。専守防衛は当然の大前提としながら、従来
の延長線上ではなく国民を守るために真に必要な防衛力のあるべき姿を見定めてまいります。

参・本会議 安倍内閣総理大臣（平成３０年１月２６日）

北朝鮮がこれまでにない重大かつ差し迫った新たな段階の脅威になっているなど、我が国を取り
巻く安全保障環境は現在の防衛大綱を策定した際に想定したよりも格段に速いスピードで厳しさ
を増し、今や戦後最も厳しいと言っても過言ではありません。

このような認識の下、新たな中期防衛力整備計画の策定と併せ、防衛計画の大綱についても見
直すこととしたものです。見直しに当たっては、まず何よりも、現実から目をそらすことなく、真正面
から向き合うことが不可欠です。

その上で、サイバー空間や宇宙空間など、新たな領域の活用が死活的に重要になっていること
を踏まえれば、もはや陸海空という従来からの区分で発想するだけでは不十分です。これまで進
めてきた南西地域の防衛態勢や弾道ミサイル防衛の強化にとどまらず、新たな領域分野につい
て本格的に取り組んでいく必要があると考えています。

防衛力を支える生産、技術基盤や人的基盤の維持強化についても重要な検討課題と考えてい
ます。従来の延長線上ではなく、国民を守るために真に必要な防衛力のあるべき姿を見定めてま
いります。

４

防衛計画の大綱の見直し



防衛計画の大綱の見直しにおける検討のポイント

新領域の能力強化

海空領域の能力強化

弾道・巡航ミサイル攻撃対処能力の強化

機動・展開能力の強化

運用基盤の強化

人的基盤の強化

技術基盤の強化

政府全体の取組

宇宙・サイバー・電磁波領域における脅威が多様化・深刻化する中、様々な脅威から国民の生命・財産を守るべく、宇宙領域における対処
能力の強化やサイバー攻撃対処態勢の強化、電磁波への対応能力向上の取組などが重要。陸・海・空・宇宙・サイバー・電磁波領域が融合し
たクロス・ドメイン作戦の中核となる能力の獲得と強化が重要。

我が国防衛のためには、航空優勢及び海上優勢を確実に維持することが不可欠。また、脅威圏外からの対応や島嶼間射撃により、侵攻
に対処することが重要。

弾道・巡航ミサイルの脅威が多様化・深刻化する中、陸海空自衛隊が有する能力を一体的・有機的に連携させることにより、効果的・
効率的に対処することが重要。

抑止力・対処力向上のため、平素から部隊の迅速かつ継続的な展開の実効性向上やプレゼンス強化を図ることが重要。

自衛隊が各種事態に継続的に対応するためには、その運用基盤である駐屯地・基地等の抗たん性の確保や、所要の弾薬や燃料の確保、
装備品の可動率向上の取組などが必要。

自衛隊の任務遂行を支える人的基盤を強化するため、優秀な人材を確保するとともに、女性の活躍やワークライフバランスの推進、予
備自衛官制度の充実など各種施策を総合的に推進していく必要。

急激な技術革新の中、先端的な防衛装備の質と量を確保するためには、装備品の早期実用化や技術的優越の確保に向けた取組を推進す
る必要。

防衛力を中心として、我が国が持てる力を総合し、防衛の目標を達成するために、政府全体の取組や民間との積極的な連携を通じて、柔
軟かつ効果的な活動に努める。

日米同盟の強化
我が国自身が主体的・自主的に防衛力を強化し、日米同盟全体の抑止力・対処力を向上させることが必要。平和安全法制及び新ガイドラ

インも踏まえ、グレーゾーンの事態における協力を含め、平素から各種事態までのシームレスな協力態勢を深化。米軍の安定的駐留の確保。

５



６

【参考】防衛省における平成３１年度概算要求の考え方①

１ 本年中に予定される防衛計画の大綱の見直し及び次期中期防衛力整備計画策定に
かかる省内の検討状況を踏まえ、平成３１年度概算要求を実施。

２ 厳しい安全保障環境の中、将来に向けて我が国防衛に万全を期すため、現実に真
正面から向き合った防衛体制を構築することとし、防衛力を大幅に強化する。特に、
あらゆる事態において国民の命と平和な暮らしを守り抜くため、陸・海・空という
従来の領域にとどまらず、宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域を横断的に
活用（クロス・ドメイン）した防衛力の構築が必要。また、日米同盟やインド、豪
州といったパートナー国、ＡＳＥＡＮ諸国等との防衛協力が我が国及び地域の平和
と安定の維持に非常に有効であることを踏まえ、これらを深化・発展させることが
可能な防衛力を構築する必要。さらに、防衛力構築には時間を要することを踏まえ、
我が国の人口動態、諸外国の軍事動向、将来の技術動向も見据えた防衛力を構築す
る必要。

３ そのため、優先分野への重点的な資源配分、少子高齢化等も踏まえた人的基盤の
強化、研究開発の構造改革を含む技術基盤の強化、戦略環境の変化を踏まえた日米
同盟の強化・諸外国との協力の強化が重要。

４ 各段に厳しさを増す財政事情を勘案し、我が国の他の諸施策との調和を図りつつ、
調達の効率化にかかる各種取組等を通じて、一層の合理化を徹底。



７

【参考】防衛省における平成３１年度概算要求の考え方②

新領域の能力強化

海空領域の能力強化

弾道・巡航ミサイル攻撃対処能力の強化

機動・展開能力の強化

運用基盤の強化

人的基盤の強化

技術基盤の強化

我が国を取り巻く厳しい安全保障環境を踏まえれば、防衛力の「質」及び「量」を必
要かつ十分に確保することが不可欠。陸・海・空という従来の領域にとどまらず、宇
宙・サイバー・電磁波といった新たな領域の活用が死活的に重要になっている。新た
な領域を含め、領域横断（クロス・ドメイン）作戦を実現できる体制を構築すること
が必要。重視事項は以下の通り。
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